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○ 大学の概要○ 大学の概要○ 大学の概要○ 大学の概要

（１）現況

① 大学名

国立大学法人山形大学

② 所在地

キャンパス名 所在地 学部等名

小白川キャンパス 山形県山形市 事務局、人文学部・社会文化シス

テム研究科、地域教育文化学部・

地域教育文化研究科、理学部・理

工学研究科（理学系）、教育実践

研究科、基盤教育院、小白川図書

館、保健管理センター、地域教育

文化学部附属教職研究総合センタ

ー、附属博物館、情報ネットワー

クセンター、教育開発連携支援セ

ンター

飯田キャンパス 山形県山形市 医学部・医学系研究科、医学部附

属病院、医学部図書館、医学部遺

伝子実験施設、環境保全センター、

附属特別支援学校、重粒子線がん

治療施設設置準備室

米沢キャンパス 山形県米沢市 工学部・理工学研究科（工学系）、

工学部図書館、国際事業化研究セ

ンター、有機エレクトロニクス研

究センター

鶴岡キャンパス 山形県鶴岡市 農学部・農学研究科、農学部図書

館、農学部附属やまがたフィール

ド科学センター

松波キャンパス 山形県山形市 附属幼稚園、附属小学校、附属中

学校

③ 役員の状況

結 城 章 夫（学長）（平成１９年９月１日～平成２６年３月３１日）

理事数 ５人

監事数 ２人（非常勤１人）

④ 学部等の構成

人文学部

学 地域教育文化学部

理学部

部 医学部

工学部

農学部

社会文化システム研究科

研 地域教育文化研究科

医学系研究科

究 理工学研究科

農学研究科

科 教育実践研究科

岩手大学大学院連合農学研究科(*)

そ 基盤教育院、附属図書館（小白川図書館、医学部図書館、工

学部図書館、農学部図書館）、医学部附属病院、農学部附属や

の まがたフィールド科学センター、保健管理センター、東北創

生研究所、人文学部附属ナスカ研究所、地域教育文化学部附

他 属教職研究総合センター、高感度加速器質量分析センター、

医学部遺伝子実験施設、環境保全センター、国際事業化研究

センター、有機エレクトロニクス研究センター、附属博物館、

情報ネットワークセンター、教育開発連携支援センター、附

属幼稚園、附属小学校、附属中学校、附属特別支援学校

(*) 岩手大学を基幹大学とし、山形大学、弘前大学及び帯広畜産大

学を参加大学とする連合大学院

⑤ 学生数及び教職員数（平成２４年５月１日現在）

学生数 ９，２１４人（うち留学生数１４１人）

学 部 ７，７６０人

（うち夜間主コース２７９人）

大学院 １，３１７人

修士課程 ９９１人

博士課程 ２８１人

専門職学位課程 ４５人

別 科 ４１人

科目等履修生等 ９６人

附属学校児童・生徒等数 １，３０５人

教員数（本務者） ９６４人

職員数（本務者） １，２３８人

（２）大学の基本的な目標等

（中期目標の前文）

基本理念：

山形大学は、「自然と人間の共生」をテーマとして、次の５つの基本

理念に沿って、教育、研究及び地域貢献に全力で取り組み、キラリと

光る存在感のある大学を目指す。

１．学生教育を中心とする大学創り

２．豊かな人間性と高い専門性の育成

３．「知」の創造

４．地域及び国際社会との連携

５．不断の自己改革

重点目標：

山形大学では、学士課程教育を通じ、自律した一人の人間として力強

く生き、他者を理解し、ともに社会を構成していく力を養う。そのため

には、健全で良識ある市民として生きるための豊かな教養、人生をどう

生きるべきかという人間理解、他の多くの人々と一体となって成果を創

造していくための共生のこころ、習得した高い専門知識を具体的な事例

に適用し判断・行動する能力が必要である。本学では、これらの能力を、

目的と到達目標を明確に位置づけた教育体系により、着実に身につける

教育を行う。

また、東北地区有数の総合大学としての資源を活かし、地域に根ざし

た多様な研究を推進するとともに、産学官民の広範な連携を推進するこ

とにより、地域における知の拠点を形成する。

（３）大学の機構図

※次頁に記載

山形大学山形大学山形大学山形大学



大学の機構図（平成25年1月1日現在） 山形大学山形大学山形大学山形大学
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情報ネットワークセンター

教育開発連携支援センター

保健管理センター

農 学 部

農学部図書館

基盤教育院

岩手大学大学院連合農学研究科

事務室

小白川キャンパス 附属博物館

医学部図書館

工 学 部 事 務 部

工学部図書館

附属中学校

研究支援課

附属特別支援学校

医事課

附属図書館 小白川図書館 医療支援課

医 学 部 事 務 部 総務課

附 属 学 校 附属幼稚園

企画管理課

附属小学校 附属病院

学務課

地域教育文化学部事務室

理学部事務室

別 科 養護教諭特別別科

附属学校事務室

理 工 学 研 究 科

学生課

農 学 研 究 科 就職課

図書課

教 育 実 践 研 究 科

人文学部事務室

地域教育文化研究科

小白川キャンパス事務部
総務課

医 学 系 研 究 科 会計課

教務課

農 学 部 附属やまがたフィールド科学センター

大 学 院 社会文化ｼｽﾃﾑ研究科

附 属 病 院 環境保全センター

工 学 部 国際事業化研究センター

有機エレクトロニクス研究センター

エンロールメント・

マネジメント部
理 学 部 高感度加速器質量分析センター 政策課

入試課

医 学 部 医学部遺伝子実験施設

財 務 部 財務課

学 部 人 文 学 部 経理課

施 設 部 施設企画課

地域教育文化学部 附属教職研究総合センター

施設整備課

東北創生研究所 企 画 部 企画課

研究支援課

監事
渉 外 部 渉外課

総務課

人事課

男女共同参画推進室

理事 労務課

重粒子線がん治療施設設置準備室

事 務 局

総務課

学務課

役員

　　役員会

学長 監 査 室

総 務 部

鶴岡キャンパス

キャンパス事務組織

小白川キャンパス

飯田キャンパス

米沢キャンパス
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大学の機構図（平成24年1月1日現在） 山形大学山形大学山形大学山形大学
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地域教育文化研究科

総務課

農 学 部 附属やまがたフィールド科学センター

医 学 系 研 究 科
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学務課
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教 育 実 践 研 究 科
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企画管理課

学務課

附属中学校

医 学 部

総務課
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附属小学校

附属図書館 小白川図書館

別 科 養護教諭特別別科

附属学校事務室

基盤教育院

医事課

農 学 部 事務室

事 務 部 総務課

保健管理センター

工 学 部

小白川キャンパス 附属博物館

事 務 部

附属病院

会計課

教務課

就職課

図書課

人文学部事務室

地域教育文化学部事務室

学生課

工学部図書館

医療支援課

農学部図書館

医学部図書館

情報ネットワークセンター

教育開発連携支援センター

鶴岡キャンパス

キャンパス事務組織

小白川キャンパス

飯田キャンパス

米沢キャンパス
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○ 全体的な状況○ 全体的な状況○ 全体的な状況○ 全体的な状況

山形大学は、東北地区有数の総合大学として、6学部・6研究科を中心とした教育 ○ 博士課程教育リーディングプログラムに採択され、有機材料に関する5年

研究組織を有し、「自然と人間の共生」をテーマに、「何よりも学生を大切にする 一貫教育のドクターコースを開設し、有機デバイス全体をデザインできる

大学」を目指し、教育、研究及び地域貢献に全力で取り組んでいる。 グローバルリーダー等を輩出する教育を平成25年度から実施することとな

第2期中期目標・中期計画期間の3年目にあたる平成24年度は、「何よりも学生を った。

大切にする大学」を目指し、教育及び学生支援に重点を置いた取組を推進するとと

もに、山形大学の特色を活かした優れた研究の育成及び地域や社会との活発な連携 （３）学生支援の充実

活動に取り組んだ。 ○ アドミニストレイティブ・アシスタントを活用して、スタートアップ・

以下に、教育研究等の質の向上の状況及び業務運営・財務内容等の状況について、 セミナーでの学習支援、学習相談、レポート作成や文献検索のガイダンス

項目ごとに説明する。 等を実施した。

１．教育研究等の質の向上の状況１．教育研究等の質の向上の状況１．教育研究等の質の向上の状況１．教育研究等の質の向上の状況 ○ 本学独自の奨学金である「山形俊才育成プロジェクト（山澤進奨学金）」、

１ 教育に関する取組１ 教育に関する取組１ 教育に関する取組１ 教育に関する取組 「山形大学エリアキャンパスもがみ土田秀也奨学金」、「山形大学 YU Do

本学の使命である「学部（学士課程）教育を重視した人材養成」を遂行するため、 Best 奨学金」、「山形大学学生支援基金奨学金」及び「山形大学被災学生

学士課程教育全体の充実、学生への支援の充実に取り組んだ。 支援奨学金」を継続して実施した。

（１）基盤教育の充実

○ 「スタートアップ・セミナー」を継続開講するとともに、基盤教育評価改 ○ メンタルケアについては、カウンセラーを各キャンパスに配置(小白川キ

善会議の点検・評価に基づき、基盤教育の充実を図るため、「アドバンスト ャンパス4人、医学部キャンパス1人、工学部キャンパス3人、農学部キャン

セミナー」を平成25年度後期の導入科目（選択科目）として6コマ開設する パス1人)し、カウンセリング体制の充実を図った。また、メンタル面の悩

こととした。 みを抱える学生を対象として、動物や自然との触れ合いを体験する「リフ

レッシュセミナー」を実施した。

○ 「スタートアップ・セミナー」に関するアンケート調査で出された要望等

を参考に、共通テキスト『なせば成る！』の内容を更に充実させた改訂版を ○ 学業又は課外活動において優秀な成績を修めた学生及び学生団体に対し、

作成し、平成25年1月に発行した。 山形大学学生表彰（10人）及び山形大学奨励表彰（10人5団体）を継続して

実施し、学生の活動の活性化を支援した。

（２）教育方法等の改善

○ 学位授与方針等について点検し、教育の更なる改革や助言等を行う組織と （４）キャリア教育・就職支援の充実

して学内外の学識経験者からなる「山形大学の学士課程教育に係るアドバイ ○ 職業意識醸成を図るために、基盤教育の専任教員によるキャリア教育授

ザリーボード」を設置し、点検・評価を行った。 業科目「キャリアデザイン」を開講し、前期73人、後期258人の履修登録が

あった。

○ 基盤教育及び各学部におけるカリキュラムの点検・評価体制の確立のた

め、平成25年4月1日からカリキュラム編成の責任者として教育ディレクター ○ 山形労働局による「やまがた新卒応援ハローワーク」の協力を得て、「内

を設置することとした。 定獲得塾」を開催し、各キャンパスにおいて毎週1回、面接対策、エントリ

ーシート添削等多様な支援を行った。また、山形県若者就職支援センター

○ 基盤教育院の専任教員が、基盤教育院会議等に本格的に参画し、基盤教育 と協力して面接対策等の就職相談に応じた。

の実施運営業務、評価点検業務を行ったほか、授業においても各学部の教員

と連携し、中心的役割を果たした。また、基盤教育の充実のためアドバンス ○ 学長及び担当副学長が合計45社を訪問し、就職状況等について意見交換

トセミナーの設置準備を推進した。 を行った。全学就職委員会では、学部4年生、大学院2年生を対象とする合

同企業説明会（2回開催、参加企業106社）を開催し、200名を超える参加者

○ 平成23年度に引き続き、基盤教育科目（「導入科目」「基幹科目」「教養科 があった。また、学生キャリアサポーターを中心に就職ハンドブックを作

目（山形に学ぶ」）に関するアンケートを実施し、「基盤教育評価改善報告 成し、学部3年生及び大学院1年生に配付した。

書」としてとりまとめ、情報の共有化を図った。また、平成23年度の同アン 各学部においては、以下の就職支援活動を実施した。

ケートの結果等を踏まえ、平成24年度は「アドバンストセミナー」の設置準 ①小白川地区3学部の連携による就職セミナー等を開催した。(人文学部・

備やスタートアップセミナーの副教材の活用を推進した。 地域教育文化学部・理学部)

山形大学山形大学山形大学山形大学
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②掲示板に就職情報を掲示するほか、学生個人のメールアドレスを活用して ○ 学部横断的な研究活動の推進のため以下の取組を実施した。

就職関連情報の周知を行った。(医学部) ①理工学研究セミナーの開催(理学部・工学部)

③キャリアカウンセラーの常勤体制を採り、きめ細かい進路相談を実施した。 ②無機化学系研究室交流セミナーの開催(理学部・工学部)

ホームカミングデイにおいて、OB・OGと語る会（企業研究会）を開催した。 ③バーチャル研究所における研究活動の推進（理学部・農学部等）

（工学部） ④有機ＥＬの医療分野への応用についての情報交換の実施(医学部・工学

④学部2，3年生を中心とするキャリアサポーターによるセミナー等を実施し 部)

た。(農学部) ⑤医学部・工学部双方の教員の意見交換の場として「iYMET Forum」をネッ

トワーク上へ設置(医学部・工学部)

２ 研究に関する取組２ 研究に関する取組２ 研究に関する取組２ 研究に関する取組

先進的研究、基礎的研究及び地域に根ざした研究を推進するとともに、研究成果 ○ ペルー共和国におけるナスカ地上絵研究を更に推進するために、人文学

の社会への還元を図った。 部附属ナスカ研究所を設置し、「ナスカの地上絵の分布図作成と保全」、「ア

（１）先進的研究の推進 ンデス文明の盛衰と環境の関係の解明」等の研究を展開した。

○ 平成21年度から支援を行っているYU-COE(S)の３拠点（分子疫学、有機エ

レクトロニクス、総合スピン科学）については、合計4,000万円の継続支援 （２）地域に根ざした研究、社会に貢献する研究の推進

を行い、以下の成果があった。 ○ 東北創生研究所に設置した「社会創生」「産業構造」「食料生産」の３つ

①分子疫学については、コホート研究の協力者数が14,000人を超え、研究推 の研究部門の研究概要について、学内外に紹介するキックオフ・シンポジ

進のための体制整備として、日本多施設共同コホート研究（J-MICC）等と ウムを開催（約150人の参加）するとともに、研究対象となるモデル地区を

協定を締結した。 選定した。

②有機エレクトロニクスについては、平成23年度に開設した有機エレクトロ

ニクス研究センターにおける研究が本格的に開始されるとともに、平成25 ○ 各学部において以下の取組を実施した。

年度の有機エレクトロニクスイノベーションセンター開設に向けた準備を ①地域連携・社会貢献として優れた要素を含むプロジェクト研究4件に合計

行った。また、平成24年度補正予算において、国際科学イノベーション拠 125万円の研究支援を行った。(人文学部)

点に採択された。 ②大学の知的資源を地域に展開するための研究（低炭素社会をリードする

③総合スピン科学については、欧州原子核研究機構（CERN）での核子スピン 地域型天然ゴム資源センター）が、YU-COEに採択され、産・学・地域連

に関する研究を推進するため、研究者2人を派遣した。 携研究を活発に行った。(理学部)

③平成24年度から実施している「ＤＰＣデータ等を活用した山形県内急性

○ 萌芽的研究グループを支援するYU-COE(E)については、継続8拠点、新規6 期医療に関する現状調査」及び「山形県における地域包括ケアの実現に

拠点の計14拠点に対し、合計4,500万円の支援を実施した。 向けた地域医療連携に関する現状調査」について、調査実施のための基

礎的なデータ・資料等の収集を行った。(医学部)

○ 重粒子線による最先端がん治療施設の整備に向けて、「山形大学重粒子線 ④山形県から「次世代エネルギー技術開発推進事業業務」の委託を受け、

がん治療施設設置準備室」を設置し、以下の取組を実施した。 置賜地域の資源を活用した再生可能エネルギーによる新産業の創出支援

①山形大学が中心となり、東北がんネットワーク内に、東北地方の粒子線治 やモデルケースの創出に取り組んだ。(工学部)

療をマネージするための粒子線コンソーシアムを創設 ⑤「グリーンテック研究会」を立ち上げ、グリーンイノベーション分野を

②粒子線治療の在り方を議論するため、東北地区6大学の医学部から代表者 中心として、次世代産業の芽の発掘と育成を行った。(工学部)

が集まり、第1回東北粒子線コンソーシアム会議を開催

③平成24年度補正予算により、次世代型の重粒子線がん治療装置の技術開発 （３）研究支援の充実

及び広域医療ネットワークを活用した患者情報管理の基盤技術開発の推進 ○ 平成23年度に引き続き、科学研究費補助金の各支援制度を実施した。中

事業に着手 でも、科学研究費補助金ステップアップ支援制度については、従来の基盤

研究（B）へのステップアップ支援に加え、基盤研究(A)へのステップアッ

○ 「３ギガエレクトロンボルト級放射光施設」の建設に向けて、「山形大学 プ支援を新規に創設することで支援の幅を広げ、制度の充実を図った。

放射光施設構想検討会」を組織するとともに、「東北放射光施設推進会議（東

北地区7国立大学長で構成）」及び「東北放射光施設専門委員会（東北地区 ○ テニュア・トラック制度の展開を図るため、工学部、理学部、農学部に

7国立大学等の研究者で構成）」を設置し、東北地区の自治体、産業界の協 続き、医学部において「若手研究者の自立的研究環境整備促進」によって

力を得て、施設建設に向けた取組を実施した。 テニュア・トラック教員を1人、「テニュア・トラック普及・定着事業」に

よって同教員を2人採用した。

山形大学山形大学山形大学山形大学
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山形大学山形大学山形大学山形大学

○ 日本学術振興会の以下のプログラムを活用し、若手研究者の海外派遣を推 ○ YU海外グローイングアッププログラムでは教員3人を、また、小嶋国際学

進した。 術交流基金による研究者海外派遣については教員4人、大学院生1人を海外

①「頭脳循環を加速する若手研究者戦略的海外派遣プログラム」により、大 に派遣した。

学院生2人をペルーの大学に派遣(人文学部)

②「頭脳循環を活性化する若手研究者海外派遣プログラム」により研究者2 ○ 文部科学省が今年度から開始した「留学生交流拠点整備事業」に採択さ

人を欧州原子核研究機構（CERN）に派遣(理学部) れ、留学生と地域との交流等による地域社会の活性化や留学生の受入拡大

③「頭脳循環を加速する若手研究者戦略的海外派遣プログラム」により、大 を図る事業を開始した。

学院生2人を英国の大学に派遣(医学部)

○ 各学部において以下の国際交流事業を実施した。

３ 社会連携及び国際交流に関する取組３ 社会連携及び国際交流に関する取組３ 社会連携及び国際交流に関する取組３ 社会連携及び国際交流に関する取組 ①ブリヤート国立大学(ロシア）を始めとする極東ロシアの大学からの短期

地域に根ざして世界をリードしていく大学を目指し、県内外での社会連携活動及 派遣学生等の受入れを推進した。（人文学部）

び国際的な大学間連携活動に取り組んだ。 ②済州大学校（大韓民国）と学術交流協定を締結し、国際交流活動、交換

（１）社会連携の推進 留学等の機会の拡大を推進した。（地域教育文化学部）

○ 連携・協定関係にある大学との協働の更なる活性化のため、以下の取組を ③パルマ大学（イタリア）と学部間交流協定を締結し、同大学から研究員2

実施した。 人を招へいした。（理学部）

①南東北大学連携研究会（福島・宮城教育・山形）が連携協力して、「災害 ④中国6大学との姉妹校協定に基づき、日中学術交流研究者受入事業として

復興学」に関する授業を山形大学と福島大学で後期に開講した。 研究員2人を招へいした。（医学部）

②立命館大学との交流事業を開催し、ボランティア活動、学生ＦＤサミット ⑤国際連携サマープログラムとして4か国7校から12人の学生を受け入れた。

及び京都学生祭典への参加による学生交流を図った。 （工学部）

⑥モンゴル国立農業大学等との共同研究を進めたほか、9月に「第2回自然

○ アフィニス夏の音楽祭2012山形では、大学院生が企画から運営まで手掛け、 共生型水稲栽培国際ワークショップ」を開催し、本学大学院生を始め7ヶ

「音楽交流プログラム」を各所で開催した。乳幼児とその保護者を対象とし 国27人が参加した。（農学部）

たミニコンサートや音楽祭メンバーと地元の小中学生が交流するバスツアー また、中国黒龍江省（山形県の友好県省）にあるハルピン師範大学、ハ

等、多彩なプログラムを実施し、音楽文化の定着に協力した。 ルピン工程大学と「大学コンソーシアムやまがた」との間の交流プログラ

ムを推進するため、交流協定を締結した。

○ 地域社会の振興・発展に貢献するため、諸機関等と連携し、以下の取組を

実施した。 ○ 県内各地域の国際交流協会等と連携し、各学部等において以下の取組を

①「プリンテッド・エレクトロニクス」に関する先端技術を、参加企業と共 実施した。

有し、製品開発や実用化の迅速化を狙った仕組みである「ナノメタルスク ①河北町国際交流協会主催行事であるKIRAキッズの運営スタッフとして、

ール」を発足させた。（理学部） 企画運営を学生及び教員が担当した。また、西川町と連携して、連携協

②医学部と山形県医師会が連携し、医学部内に「在宅医療・在宅看護教育セ 定を締結している国立台湾師範大学との交流事業を推進した。（地域教

ンター」の設置に向け、在宅医療に従事する医師や看護師を対象とした抗 育文化学部）

がん剤治療など独自の教育カリキュラムを準備した。（医学部） ②日本中国友好協会と連携して、旧正月を祝う「春節の会」を開催し、県

内在住留学生30人と地域市民150人との文化交流会を行った。（理学部）

○ 各自治体、商工会議所等と連携し、県内４地域(村山・置賜・庄内・最上） ③地域で開催されるイベントや市民交流農園の参加者との交流を行った。

で「山形県民シンポジウム」を開催し、それぞれの地域課題について情報を (農学部）

交換するとともに、人材育成の重要性等の協議を行った。 ④天童市において留学生の実地見学を実施し、地域との交流を行った。（渉

外部）

（２）国際交流の推進

○ 基盤教育において、学生のグローバル意識を涵養するための授業科目とし ４ 附属病院に関する取組４ 附属病院に関する取組４ 附属病院に関する取組４ 附属病院に関する取組

て「グローバル社会に生きる君達へ-海外に行き、海外を知り、海外で活躍 質の高い医療人の育成、高度な医療技術の提供、地域医療への貢献を推進した。

する-」を開講した。 （１）教育・研究面

(教育）

○ 新たに大学間交流協定を10大学と、学部間交流協定を10大学と締結し、国 ○ 医療従事者を対象とした生涯教育セミナーを、総合医学教育センターを

際交流の充実を図った。 軸として、学内だけでなく蔵王協議会関連病院会からの参加も得て、3回開

催した。
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○ メディカルスキルアップラボラトリーを活用し、医師・看護師だけでなく ○ 周産母子センター（分娩部、NICU）により、産科及び小児科の連携を図

救急救命士等も参加したAHABLSヘルスケアプロバイダーコースを6回、AHACLS り、NICU（6床）では、重篤な新生児を受け入れ（3月末現在の稼働率92.2%、

プロバイダーコースを1回、救急医学講座と合同で開催した。 １日あたり5.5人）安全な医療サービスの提供を行った。

○ 学部在籍中から将来専攻する分野の教育を強化して行う医学部専修コース （３）運営面

に、平成24年度は12人（外科5人、小児科4人、産婦人科2人、救急医学1人） ○ 「医学部災害対策マニュアル」を改訂し、ホームページで周知した。ま

が在籍した。また、山形大学医学部附属病院の卒後臨床研修プログラムマッ た、化学テロを想定した国、山形県及び山形市との共同による国民保護共

チ者数は、今年度22人で、東北6県の医学部・医科大学中では7年連続のトッ 同実動訓練において、被災者受入及び医療救護の拠点としての訓練を実施

プであり、これらの者は卒後臨床研修センターの管理の下、附属病院及び協 した。

力病院で研修を行っている。

５ 附属学校に関する取組５ 附属学校に関する取組５ 附属学校に関する取組５ 附属学校に関する取組

○ 看護師リフレッシュ研修において34人を受け入れ、看護師のレベルアップ 附属幼稚園、附属小学校、附属中学校及び附属特別支援学校の四附属学校園間

を図った。 の連携による教育研究活動の充実及び教育実習の質的向上を推進した。

（１）教育研究の充実

(研究） ○ 四附属学校園全体に関わる特別支援教育コーディネータ及びメンタルケ

○ グローバルCOEプログラムで実施している住民検診･健康相談については、 ア・コーディネータの活動を進めるとともに、幼児児童生徒の学習支援に

既存のコホートに加え、新たに寒河江市において新規コホートを立ち上げ、 かかわる「まつなみ学習支援室」を設置し、特別な支援を必要とする幼児

健康診断･健康相談を実施した。 児童に対するきめ細かな教育の取組をスタートさせた。

○ 昨年度までの「東北がんプロフェッショナル養成プラン」（3大学連携） ○ 県内の市町村教育委員会及び公立小中学校の協力の下、「附属学校教育

の成果を踏まえ、新たに「東北がんプロフェッショナル養成推進プラン」事 実習委員会」が中心となって、小白川地区３学部（人文学部・地域教育文

業（4大学）を開始した。同事業の実施のため、医学部医学科に新たに「東 化学部・理学部）の教育実習を円滑に実施した。なお、中学校教育実習に

北未来がん医療学講座」を設置し、各種セミナー、市民公開シンポジウム等 おいては、母校実習を廃止し、258人の教育実習を行った（附属中学校121

を開催した。 人、公立中学校31校137人）。また、教育実習終了後、実習校からのアンケ

ートを基に、実施体制について見直しを行い、改善点を関係する市町村教

○ 附属病院に高度先進医療推進プロジェクトチームを設置し、高水準、先進 育委員会及び実習校に通知した。

的医療の提供に努めており、平成24年8月から新たに小児科において「急性

リンパ性白血細胞の免疫遺伝子再構築を利用した定量的PCR法による骨髄微 ○ 四附属学校園の教員が一堂に会する「附属学校連携の日」に、「附属学

少残存病変(MRD)量の測定」の先進医療の診療を開始した。 校連携委員会」を中心として附属学校合同研修を実施した。さらに、各附

属学校園の公開授業研究会を教員が相互に参観し、各学校園の実践研究に

○ トランスレーショナル・リサーチの一つとして、医学部腫瘍分子医科学講 ついて学ぶ取組を推進した。

座において、糖尿病治療薬メトホルミンが悪性脳腫瘍の再発原因とされる「が

ん幹細胞」を「再発しないがん細胞」に変えるメカニズムを初めて実証した。２．業務運営・財務内容等の状況２．業務運営・財務内容等の状況２．業務運営・財務内容等の状況２．業務運営・財務内容等の状況

１ 業務運営の改善及び効率化１ 業務運営の改善及び効率化１ 業務運営の改善及び効率化１ 業務運営の改善及び効率化

（２）診療面 学長のリーダーシップのもと、外部意見の経営への反映、学内体制の整備、企

○ 救急部、手術部及び医学部がんセンターの機能強化を図るとともに、救急 画・立案機能の強化を図り、戦略的かつ柔軟な運営体制の確立を推進した。

救命士実習を実施し、山形県におけるメディカルコントロールセンターとし （１）戦略的な大学経営の推進

て、高度化する救急医療に対応している。平成24年5月には、手術支援ロボ ○ 学長行動指針「結城プラン2012」で策定した課題について、各理事を中

ット「ダビンチ・サージカルシステム」を導入し、トレーニングプログラム 心に改革・改善に取り組み、達成済みとなったものは65項目中の85％とな

を開始、7月には第一例目の手術を施行した（平成24年度手術実績は17件）。 った（達成済55項目、未達成8項目、継続課題2項目）。

○ 山形県による三次周産期医療機関と置賜地域の二次周産期医療機関、かか ○ 「結城プラン2013」を平成25年学長年頭挨拶で公表し、本学が取り組む

りつけ医療機関との間でIT化による妊産婦の情報連携を行い、周産期医療情 べき課題72項目とその達成目標を教職員及び学生に冊子で配布するととも

報ネットワークを整備し、運用を開始した。 に、ホームページに掲載した。
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○ 第2期中期目標・中期計画のミッションを教職員が共有するため、その内 （５）機能的な事務組織体制の整備

容及び達成に向けた取組状況を分かりやすくまとめた「第2期中期目標・中 ○ 事務協議会主導により、各部署に配置した業務改善委員を中心に業務分

期計画ハンドブック」を作成し、全教職員に配布した。また、本学の特色あ 野毎の課題整理を行い、調達業務や共通様式の見直し、取扱いの統一、手

る取組を理解いただくため、学生、保護者、県内市町村、高校等にも配布し 続きの簡素化等の業務効率化を積極的に進めた。

た。

２ 財務内容の改善２ 財務内容の改善２ 財務内容の改善２ 財務内容の改善

○ 学外有識者による顧問会議を2回開催し、各委員の総合的・専門的見地か 自己収入及び外部資金の確保、経費の削減、資産運用の効率化など多様な側面

らの助言等を大学運営に反映した。 から財務内容の改善を推進した。

（１）自己収入の増加

○ 部局の教育研究の質の向上及び運営の活性化を図るため、経営協議会によ ○ 科学研究費補助金等の競争的外部資金獲得のため、以下のような支援等

る部局長ヒアリングを踏まえて組織評価（部局年度業績評価）を実施した。 を実施した。

平成24年度は新たに基盤教育院を加えた8部局を対象とし、評価結果に応じ ①科学研究費補助金ステップアップ支援制度で5人を支援

てインセンティブ経費（総額4,000万円）を配分した。 ②科学研究費補助金に関する若手教員研究助成制度で25人を支援

③新任教員のスタートアップ支援制度で7人を支援

（２）職員の研修について ④大型の競争的資金獲得のための支援制度で1人を支援

○ 自己啓発支援プロジェクトにおいては、募集時期を早めるなど募集要項を ⑤科学研究費補助金研究計画調書の作成に関するアドバイザー制度で各学

見直し、12人の新規応募を含め17件の応募があり、15件を採択した。 部にアドバイザーを配置

⑥外部資金により獲得した間接経費の額による研究推進報奨制度で121人に

（３）教育研究体制の整備・充実 報奨金を授与

○ 人文学部において、グローバル人材養成のため、平成25年度から人間文化

学科にグローバル文化学コース等を設置するなど、現行の2コースから5コー ○ 附属病院の外来棟・中央診療棟改修工事において、関係各部署との連絡

スに再編することとした。 調整及び事前準備を適切に行い、着実に工事を進めた。また、工事の進捗

に伴い、順次、患者サービスの向上、医療技術等の高度化への対応、耐震

○ 地域教育文化学部において、教員養成機能の高度化と学部全体の教育内容 改修による安全確保等の病院機能の充実が図られた。

の充実化・総合化の双方を効果的に達成するため、1学科8コース制の改組を

実施した。 （２）経費の抑制

○ 「山形大学における経費抑制に関する行動計画」に基づき、各部署から

○ 東北地方という広域圏に、各種高度先進的な得意分野を持った病院を配置 選出された推進員とともに、職員一人ひとりにコスト削減への意識改革を

し、それを広域で有効活用することにより、がん医療のレベルアップを図る 促すための取組として、省エネに関する電子機器の設定方法などの情報を

ため、文部科学省補助事業「がんプロフェッショナル養成基盤推進プラン」 メール・ホームページ等で発信した。

による「がんに特化した臓器横断的な講座」として医学部医学科に「東北未

来がん医療学講座」を設置した。 ○ 調達業務の見直しを推進するため、以下の取組を実施した。

①業務フローを見直しの上、納品検査確認による支払いシステムの構築、

（４）男女共同参画推進の取組 請求書徴取の廃止（平成25年4月運用開始）

○ 延べ22人の女性研究者に延べ29人の研究継続支援員を配置し、研究活動の ②公開見積競争における競争性確保のために競争参加者の対象を拡大

支援を実施した。また、巡回相談については、今年度から女性研究者だけで

なく男性研究者、事務職員及び学生などに対象を広げ、男性4人を含む23人 （３）適切な資産の運用・管理

の相談を実施した。 ○ 保有資金を適正に管理するとともに、事業資金の運用に当たっては、長

期運用を試みるなど、積極的な運用を図った。また、余裕資金の運用に当

○ 託児サポーター制度において、新規登録児9人を含め29人の幼児の登録が たっては、本学の資金状況等を考慮し、計画的な運用を図った。

あり、計29回、163時間の託児を実施した。新たに6人を加えた計40人が託児

サポーターとして登録しており、多くの教職員、学生が利用できる環境を整 ３ 自己点検・評価及び情報の提供３ 自己点検・評価及び情報の提供３ 自己点検・評価及び情報の提供３ 自己点検・評価及び情報の提供

備した。 自己点検・評価の着実な実施及び積極的な情報発信・情報公開を推進した。

（１）評価の充実と効率化

○ 女性研究者の学会出張を促すため、学会出張時の保育支援制度（託児やベ ○ 経営協議会による部局長ヒアリングを踏まえて組織評価（部局年度業績

ビーシッター経費の一部支援）を開始し、5人の利用があった。 評価）を実施し、評価結果に応じてインセンティブ経費（総額4,000万円）
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を配分した。なお、これまでの組織評価方法の点検・見直しを行い、以下の （３）法令遵守

改善を実施した。 ○ 全学規則と学部規則の一元的管理を推進するため、学部規則を最新デー

①評価対象部局に新たに基盤教育院を加え、8部局を対象に実施 タに更新し、諸規則の点検整備を行った。さらに、修正が必要な規則につ

②インセンティブ経費の配分の効果を高めるため、組織評価の実施時期を10 いて各学部に通知し改善を促した。

月から6月に変更

○ 部局において外部評価を実施し、業務運営の改善を行った（地域教育文化

学部、基盤教育院）。

○ 大学情報データベースにおいて、既存のデータソースからデータ取り込み

を行うなど、教職員のデータ入力の簡素化を図るとともに、各教員の担当授

業科目を平成16年度まで遡って登録するなどの取組により研究者データの一

層の充実を図った。

（２）情報発信・情報公開の促進

○ 英語版のホームページについて、国際的な情報発信を頻繁に行えるよう、

コンテンツの整理やデザインの見直しを行い、全面的にリニューアルを実施

した。

○ 報道機関に対して学長定例記者会見を月2回行い、大学情報を迅速に発信

した。また、文部科学省の子ども霞が関見学デー、東日本大震災復興支援イ

ベント及びＪＳＴのイノベーションジャパンに参加して積極的な情報発信に

努めるなど、全国に向けた広報活動を行った。さらに、文部科学省において、

本学主催の「情報ひろばラウンジフォーラム」を開催して、研究成果の紹介

と大学情報の発信を行った。

４ 施設設備の充実、安全管理の推進４ 施設設備の充実、安全管理の推進４ 施設設備の充実、安全管理の推進４ 施設設備の充実、安全管理の推進

学生の視点、国際化を意識したキャンパス整備、情報セキュリティの強化及び監

査体制の充実を推進した。

（１）施設設備の整備

○ 各キャンパスのゾーニングや施設の経年老朽化状況等、キャンパスの基本

的な課題を示し、キャンパス配置計画の立案を進めた。

（２）安全管理の体制整備

○ 山形市地域防災計画の見直しが行われたことを踏まえ、小白川キャンパス

及び附属学校は、山形市と連携して避難所としての機能整備を進めるととも

に、災害支援物資の備蓄について検討を行う等、防災体制の充実を図った。

また、山形県の危機管理体制を強化することを目的として、飯田キャンパス

にドクターヘリのヘリポートを整備したほか、国、山形県及び山形市との共

同により国民保護実動訓練を医学部において実施した。

○ 事務用シンクライアントシステムの安定運用が開始され、事務のセキュリ

ティが強化された。また、業務用のデータも電算室で管理するため、パソコ

ン盗難等による情報流出の危険を最小限に抑えられるようになった。
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○○○○ 項 目 別 の 状 況項 目 別 の 状 況項 目 別 の 状 況項 目 別 の 状 況

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況

(1) 業務運営の改善及び効率化に関する目標

① 組織運営の改善に関する目標

中 1.学長のリーダーシップのもと、大学構成員及び外部有識者の意見を踏まえ、戦略的な大学経営を進める。

期

目 2.質の高い教育研究を行うため、不断に組織編成の見直しを行い、学部・大学院研究科の充実を推進する。

標

3.「男女共同参画基本計画（第２次）」（平成17年12月閣議決定）を踏まえ、男女共同参画を推進する。

進捗 ウェ

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【1-1】 【1-1】 【1-1】（№52）

○学長行動指針「結城プラン2012」で策定した課

学長の行動指針を策定し公表する。 ○山形大学の改革を計画的・継続的に進めるために、学長行動指 Ⅲ 題について、各理事を中心に改革・改善に取り組

針を策定し公表する。 み、達成済みとなったものは65項目中の85％とな

った（達成済55項目、未達成8項目、継続課題2項

目）。

○「結城プラン2013」を平成25年学長年頭挨拶で

公表し、本学が取り組むべき課題72項目とその達

成目標を教職員及び学生に冊子で配布するととも

に、ホームページに掲載した。

○第2期中期目標・中期計画のミッションを教職

員が共有するため、その内容及び達成に向けた

取組状況を分かりやすくまとめた「第2期中期目

標・中期計画ハンドブック」を作成し、全教職員

に配布した。また、本学の特色ある取組を理解い

ただくため、学生、保護者、県内市町村、高校等

にも配布した。

【1-2】 【1-2】 【1-2】（№53）

○学外有識者による顧問会議を2回開催し、各委

大学構成員及び外部有識者の意見を ○学外有識者による顧問会議を開催し、各委員の総合的・専門的 Ⅲ 員の総合的・専門的見地からの助言等を大学運営

積極的に大学経営に反映させる。 な見地からの助言等を大学運営に反映する。 に反映した。

○学長オフィスアワーを開催し、教職員及び学生からの意見を聴 ○学長オフィスアワー（4回）と、学長と昇任し

取して、大学運営に反映する。 た上席係長以上の事務職員との懇談会を開催し、

○経営協議会による部局長ヒアリングを踏まえて組織評価（部局 教職員及び学生からの意見を聴取して、大学運営

年度業績評価）を実施し、評価結果に応じて経営資源の配分を行 に反映した。

う。 ○部局の教育研究の質の向上及び運営の活性化を

図るため、経営協議会による部局長ヒアリングを

踏まえて組織評価（部局年度業績評価）を実施し

た。平成24年度は新たに基盤教育院を加えた8部

局を対象とし、評価結果に応じてインセンティブ

経費（総額4,000万円）を配分した。

【1-3】 【1-3】 【1-3】（№54）

○ジョブ・ローテーション制度と連動した研修の

職員の能力向上のための研修を継続 ○ジョブ・ローテーション制度と連動した研修の実績を踏まえ、 Ⅲ 実績を踏まえ、4月に実施した新規採用者研修で

して実施する。 より効果的に実施するため、研修の質的充実を図る。 は初任者として必要な基礎的知識を習得させた。

山形大学山形大学山形大学山形大学
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○自己啓発支援プロジェクトにおいて応募者が応募しやすい環境 また、昇任後2年以内の係長を対象に、係長の役

を整備するため、募集時期を早める等の見直しを行う。 割、職場でのコミュニケーションやメンタルヘル

ス等をテーマとした係長研修を7月に実施するな

ど、研修の質的充実を図った。

○自己啓発支援プロジェクトにおいては、募集時

期を早めるなど募集要項を見直し、12人の新規応

募を含め17件の応募があり、15件を採択した。

【2-1】 【2-1】 【2-1】（№55）

○各学部・研究科において、多様な観点から教育

各学部及び各研究科等の組織編成を ○適切な教育研究体制を整備するため、学部・研究科の目的を踏 Ⅲ 研究組織の点検を行い、以下のとおり整備した。

不断に見直し、適切な教育研究体制を まえた上で、入学状況、進路状況、社会的ニーズ等の多様な観点 ①○人文学部において、グローバル人材養成のた

整備する。 から教育研究組織の点検を行う。 め、平成25年度から人間文化学科にグローバル文

化学コース等を設置するなど、現行の2コースか

ら5コースに再編することとした。(人文学部）

②教員養成機能の高度化と学部全体の教育内容の

充実化・総合化の双方を効果的に達成するため、

1学科8コース制の改組を実施した。(地域教育文

化学部）

③東北地方という広域圏に、各種高度先進的な得

意分野を持った病院を配置し、それを広域で有効

活用することにより、がん医療のレベルアップを

図るため、文部科学省補助事業「がんプロフェッ

ショナル養成基盤推進プラン」による「がんに特

化した臓器横断的な講座」として医学部医学科に

「東北未来がん医療学講座」を設置した。(医学

部）

【3-1】 【3-1】 【3-1】（№56）

○平成23年度で終了した「女性研究者研究活動支

男女共同参画を推進するため、ワー ○「山形大学男女共同参画基本計画」に基づき、ワーク・ライフ Ⅲ 援事業」を、学内独自の事業として継続実施した。

ク・ライフ・バランスに配慮した就業 ・バランスを実現するための施策をさらに推進する。 ①延べ22人の女性研究者に延べ29人の研究継続支

環境を整備する。 援員を配置し、研究活動の支援を実施した。また、

巡回相談については、今年度から女性研究者だけ

でなく男性研究者、事務職員及び学生などに対象

を広げ、男性4人を含む23人の相談を実施した。

②11月19日に大学コンソーシアムやまがたとの共

催で男女共同参画シンポジウムを開催し、地域の

連携強化と先進事例を学ぶ機会とした。

③託児サポーター制度において、新規登録児9人

を含め29人の幼児の登録があり、計29回、163時

間の託児を実施した。新たに6人を加えた計40人

が託児サポーターとして登録しており、多くの教

職員、学生が利用できる環境を整備した。

④学内メンター教員として19人を委嘱し、メンタ

ー制度による支援を継続して実施した。

⑤女性研究者の学会出張を促すため、学会出張時

の保育支援制度（託児やベビーシッター経費の一

部支援）を開始し、5人の利用があった。

⑥学長・学部長と女性研究者との懇談会を7回開

催し、情報交換を行った。

ウェイト小計

山形大学山形大学山形大学山形大学
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山形大学山形大学山形大学山形大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況

(1) 業務運営の改善及び効率化に関する目標

② 事務等の効率化・合理化に関する目標

中 1.機能的な事務組織のもとで、事務の効率化・合理化を推進する。

期

目

標

進捗 ウェ

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【1-1】 【1-1】 【1-1】（№57）

○事務協議会主導により、各部署に配置した業務

機能的な事務組織体制の整備を進め ○各部署に配置した業務改善委員を中心に課題の整理を行い、分 Ⅲ 改善委員を中心に業務分野毎の課題整理を行い、

るとともに、業務の見直し及び改善を 野ごとに改善を推進する。 調達業務や共通様式の見直し、取扱いの統一、手

不断に実行する。 続きの簡素化等の業務効率化を積極的に進めた。

ウェイト小計

ウェイト総計
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山形大学山形大学山形大学山形大学

(1) 業務運営の改善及び効率化に関する特記事項等

１．特記事項

実施した。また、巡回相談については、今年度から女性研究者だけでなく男性

【戦略的な大学経営の推進】 研究者、事務職員及び学生などに対象を広げ、男性4人を含む23人の相談を実施

した。

○学長行動指針「結城プラン2012」で策定した課題について、各理事を中心に改革

・改善に取り組み、達成済みとなったものは65項目中の85％となった（達成済55 ○託児サポーター制度において、新規登録児9人を含め29人の幼児の登録があり、

項目、未達成8項目、継続課題2項目）。 計29回、163時間の託児を実施した。新たに6人を加えた計40人が託児サポータ

ーとして登録しており、多くの教職員、学生が利用できる環境を整備した。

○「結城プラン2013」を平成25年学長年頭挨拶で公表し、本学が取り組むべき課題

72項目とその達成目標を教職員及び学生に冊子で配布するとともに、ホームペー ○女性研究者の学会出張を促すため、学会出張時の保育支援制度（託児やベビー

ジに掲載した。 シッター経費の一部支援）を開始し、5人の利用があった。

○第2期中期目標・中期計画のミッションを教職員が共有するため、その内容及び 【機能的な事務組織体制の整備】

達成に向けた取組状況を分かりやすくまとめた「第2期中期目標・中期計画ハン

ドブック」を作成し、全教職員に配布した。また、本学の特色ある取組を理解い ○事務協議会主導により、各部署に配置した業務改善委員を中心に業務分野毎の

ただくため、学生、保護者、県内市町村、高校等にも配布した。 課題整理を行い、調達業務や共通様式の見直し、取扱いの統一、手続きの簡素

化等の業務効率化を積極的に進めた。

○学外有識者による顧問会議を2回開催し、各委員の総合的・専門的見地からの助

言等を大学運営に反映した。 ２．「共通の観点」に係る取組状況

○部局の教育研究の質の向上及び運営の活性化を図るため、経営協議会による部局 （業務運営の改善及び効率化の観点）

長ヒアリングを踏まえて組織評価（部局年度業績評価）を実施した。平成24年度

は新たに基盤教育院を加えた8部局を対象とし、評価結果に応じてインセンティ ○戦略的・効果的な資源配分、業務運営の効率化を図っているか。

ブ経費（総額4,000万円）を配分した。

①学長の裁量の予算、定員・人件費の設定状況

【職員の研修について】 ・学長裁量経費として、毎年度1億円を予算措置した。

・学長裁量定員として、平成22年度40人、平成23年度41人、平成24年度42人を

○自己啓発支援プロジェクトにおいては、募集時期を早めるなど募集要項を見直し、 措置した。

12人の新規応募を含め17件の応募があり、15件を採択した。 ・平成22年度において、就職支援対策の強化のため、緊急就職支援対策2010と

して635万円を予算措置した。

【教育研究組織の充実】 ・平成23，24年度において、東日本大震災の被災地復興支援のために、被災地

に日帰りボランティアバスの運行を行うスマイル・トレード10％支援事業に

○人文学部において、グローバル人材養成のため、平成25年度から人間文化学科に 平成23年度300万円、平成24年度200万円を予算措置した。

グローバル文化学コース等を設置するなど、現行の2コースから5コースに再編す

ることとした。 ○外部有識者の積極的活用や監査機能の充実が図られているか。

○地域教育文化学部において、教員養成機能の高度化と学部全体の教育内容の充実 ①外部有識者の活用状況

化・総合化の双方を効果的に達成するため、1学科8コース制の改組を実施した。 ・毎年度の組織評価(部局年度業績評価)において、経営協議会による部局長ヒ

アリングを踏まえて役員会で評価を実施した。

○東北地方という広域圏に、各種高度先進的な得意分野を持った病院を配置し、そ ・山形県内の有識者で構成する「山形大学顧問会議」を毎年度開催し、本学の

れを広域で有効活用することにより、がん医療のレベルアップを図るため、文部 運営、教育・研究の発展及び地域貢献の推進を図るための各種施策について、

科学省補助事業「がんプロフェッショナル養成基盤推進プラン」による「がんに 総合的・専門的見地から助言をいただいた。

特化した臓器横断的な講座」として医学部医学科に「東北未来がん医療学講座」

を設置した。 ②経営協議会の審議状況・運営への活用状況及び関連する情報の公表状況

・経営協議会を平成22年度は年6回、平成23年度は年7回、平成24年度は年6回開

【男女共同参画推進の取組み】 催し、予算編成等学内資源の有効活用などについて学外有識者の意見を充分

に取り入れ、大学経営の活性化及び財政基盤の強化を図った。

○延べ22人の女性研究者に延べ29人の研究継続支援員を配置し、研究活動の支援を また、議事録をホームページで継続して公開した。
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○○○○ 項 目 別 の 状 況項 目 別 の 状 況項 目 別 の 状 況項 目 別 の 状 況

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況

(2) 財務内容の改善に関する目標

① 外部研究資金、寄附金その他の自己収入の増加に関する目標

中 1.本学の業務のより一層の質の向上と確実な遂行を図るため、自己収入及び科学研究費補助金等の外部研究資金の獲得を図り、安定的に財政基盤を確保する。

期

目

標

進捗 ウェ

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【1-1】 【1-1】 【1-1】（№58）

○学生募集のため以下のような広報活動を行っ

本学に相応しい入学者の確保に努 ○関係部署との連携を強化し、効率的で効果的な学生募集のため Ⅲ た。

め、学生定員を安定的に充足する。 の広報を行う。 ①「入試情報や入試広報に関する学部懇談会」を

○合格者、在学生、保護者を対象とした調査を実施し、その分析 開催するなど関係部署との連携を強化し、これま

結果や各年度実施分の分析結果との相違等も踏まえた上で、学生 で蓄積した入試広報上のデータの分析を行い、入

満足度の向上を図るための方策を関係部署と連携して検討する。 試アドバイザー制度や入試広報媒体等の効果測定

モデルを確立し、戦略的な入試広報を行った。

②近年本学への入学者が減少した山形県内の高等

学校及び東日本大震災被災地の高等学校を重点校

として、担当理事、担当部長等が訪問し、情報交

換を行った。

③東日本大震災による入学者数への影響を防止す

るため、平成23年度に引き続き東北地区の国公立

大学が連合し、同地区外の重点エリアにおいて合

同大学説明会を実施した。

④オープンキャンパスにおいて、学部・学科説明、

入試説明、模擬授業に加え、保護者向けイベント、

図書館等の開放等を実施し、開催イベントの充実

を図った結果、5,803人の参加があり、前年度に

比べて684人の増加であった。

○合格者、在学生、保護者（1年生入学時）を対

象とした調査を実施し、集計及び分析結果を基に、

関係部署と連携して、学生満足度の向上を図る方

策について検討した。

【1-2】 【1-2】 【1-2】（№59）

○科学研究費補助金等の競争的外部資金獲得のた

競争的研究資金等の外部研究資金獲 ○科研費に関する若手教員研究助成、新任教員のスタートアップ Ⅲ め、以下のような支援等を実施した。

得のため、全学的な支援の取り組みを 支援、科研費種目のグレードアップのための支援等を行うなど効 ①科学研究費補助金ステップアップ支援制度で5

強化する。 果的な支援制度を実施する。 人を支援

○YU-COE推進本部において、将来拠点となり得る萌芽的研究グル ②科学研究費補助金に関する若手教員研究助成制

ープを公募し審査・選定の上、YU-COEとして位置づけ支援する。 度で25人を支援

また、選定されてから３年目となるYU-COE(E)を評価し支援の継 ③新任教員のスタートアップ支援制度で7人を支

続について判断する。 援

④大型の競争的資金獲得のための支援制度で1人

山形大学山形大学山形大学山形大学
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を支援

⑤科学研究費補助金研究計画調書の作成に関する

アドバイザー制度で各学部にアドバイザーを配置

⑥外部資金により獲得した間接経費の額による研

究推進報奨制度で121人に報奨金を授与

以上の支援の中でも、科学研究費補助金ステップ

アップ支援制度については、従来の基盤研究（B）

へのステップアップを支援するものに加え、基盤

研究(A)へのステップアップ支援を新規に創設す

ることで支援の幅を広げ、制度の充実を図った。

○大型の競争的資金を獲得するなど、外部から既

に拠点として認められている研究であるYU-COE

(S)の３拠点については、合計4,000万円の継続支

援を行った。さらに、萌芽的研究グループである

YU-COE(E)については、継続の12拠点について、

効果的な支援を行うための評価及び統合を実施し

て8拠点とし、新規6拠点を加えた計14拠点に対し、

合計4,500万円の支援を行った。

【1-3】 【1-3】 【1-3】（№60）

○関係各部署との連絡調整及び事前準備を適切に

病院再整備計画を着実に進め、診療 ○外来棟・中央診療棟改修工事を着実に進め、病院機能の充実を Ⅲ 行い、着実に工事を進めた。また、工事の進捗に

機能の充実等による病院収入の増額を 図る。 伴い、順次、患者サービスの向上、医療技術等の

図るとともに、債権管理を徹底し健全 ○未納債権減少へ向けて、未納金額の連絡、分割納付についての 高度化への対応、耐震改修による安全確保等の病

な病院経営を目指す。 相談、定期的な督促を実施する。 院機能の充実が図られた。

○附属病院の毎月の財務状況を役員会において把握する。 ○定期的な督促を実施し、未納金額を連絡すると

ともに、分割納付についての相談に応じ、未納債

権減少を図った。また、督促状を送付しても納付

しない者については、内容証明郵便による督促を

行った結果、約39％の者から納付が得られた。

○財務担当理事から、附属病院の財務状況を毎月

の役員会に報告するとともに、附属病院から直接

役員会で運営状況の報告を行った。これにより、

附属病院と役員会が情報を共有し、経営改善に向

けた取組を推進した。

ウェイト小計

山形大学山形大学山形大学山形大学
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山形大学山形大学山形大学山形大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況

(2) 財務内容の改善に関する目標

② 経費の抑制に関する目標

中 1.「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成18年法律第47号）に基づき、平成18年度以降の5年間において国家公務員に準じた

期 人件費削減を行う。更に、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」（平成18年7月7日閣議決定）に基づき、国家公務員の改革を踏まえ、人件費改革を平

目 成23年度まで継続する。

標

2.経費の効率的な使用に努め､管理的経費の抑制を推進する。

進捗 ウェ

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【1-1】 【1-1】 【1-1】（№61）

○年度計画なし。

「簡素で効率的な政府を実現するた 年度計画なし ━

めの行政改革の推進に関する法律」（平

成18年法律第47号）に基づき、国家公

務員に準じた人件費改革に取り組み、

平成18年度からの5年間において、△5

％以上の人件費削減を行う。更に、「経

済財政運営と構造改革に関する基本方

針2006」（平成18年7月7日閣議決定）

に基づき、国家公務員の改革を踏まえ、

人件費改革を平成23年度まで継続す

る。

【2-1】 【2-1】 【2-1】（№62）

○「山形大学における経費抑制に関する行動計画」

管理的経費の抑制に向けて、現状分 ○「山形大学における経費抑制に関する行動計画」に基づき、経 Ⅲ に基づき、各部署から選出された推進員とともに、

析に基づいた計画を策定し、実施する。費抑制のための取り組みを推進する。 職員一人ひとりにコスト削減への意識改革を促す

○光熱水料等の経費については、キャンパス別・年度別比較を作 ための取組として、省エネに関する電子機器の設

成し、学内ホームページ等で公表して抑制に向けた周知を図る。 定方法等の情報をメール・ホームページ等で発信

した。

○「電子複写サービス利用状況（キャンパス別・

年度別）」及び「水道光熱費実績（キャンパス別

・年度別）」を四半期毎に役員会に報告するとと

もに、消費量・金額をグラフ化し、学内ホームペ

ージで発信した。

【2-2】 【2-2】 【2-2】（№63）

○会計担当職員を対象に、文部科学省及び公正取

調達手法等の見直しにより、経費の ○調達手続きを見直すため、担当職員の意識を涵養することを目 Ⅳ 引委員会から講師を招き、研究費の不正使用防止、

抑制を行う。 的として講演会や研修会等を実施するとともに、調達業務全体の 官製談合の防止に関する学内会計研修を開催し

見直しを検討する体制を整える。 た。

○調達業務の見直しを推進するため、以下の取組

を実施した。

①業務フローを見直しの上、納品検査確認による

支払いシステムの構築、請求書徴取の廃止（平成

25年4月運用開始）

②公開見積競争における競争性確保のために競争

参加者の対象を拡大

ウェイト小計
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山形大学山形大学山形大学山形大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況

(2) 財務内容の改善に関する目標

③ 資産の運用管理の改善に関する目標

中 1.資産の適切な維持管理及び有効活用に努める。

期

目

標

進捗 ウェ

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【1-1】 【1-1】 【1-1】（№64）

○基幹設備整備計画に基づき、災害停電時におけ

施設等の機能保全、維持管理及び予 ○基幹設備の修繕計画に防災機能の強化策を加えて、緊急性・実 Ⅲ るネットワークシステムの維持・継続を図るた

防的な保守・点検等を実施する。 行性の高いものから改善整備に着手する。 め、小白川団地の非常用発電機設備を3日間の稼

○改訂された施設点検マニュアルを研修会等により周知浸透さ 働に対応できるよう整備した。

せ、施設の機能維持・予防保全の充実を図る。 ○施設点検マニュアルに基づき実施した油使用施

○全学的な施設の点検や情報交換を継続的に実施する。 設の特別点検の結果を周知し、施設の機能維持・

予防保全の充実を図った。

○施設担当理事が、部局との施設情報交換会を行

い、施設営繕計画を立案した。

【1-2】 【1-2】 【1-2】（№65）

○保有資金を適正に管理するとともに、事業資金

余裕資金を適切に把握し、効果的な ○保有資金状況を適時・的確に把握するとともに、安全性を確保 Ⅲ の運用に当たっては、長期運用を試みるなど、積

運用を行う。 しつつ、積極的かつ効果的な資金運用を図る。 極的な運用を図った。また、余裕資金の運用に当

たっては、本学の資金状況等を考慮し、計画的な

運用を図った。

ウェイト小計

ウェイト総計
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山形大学山形大学山形大学山形大学

(2) 財務内容の改善に関する特記事項等

１．特記事項

【適切な資産の運用・管理】

【自己収入の増加】

○基幹設備整備計画に基づき、災害停電時におけるネットワークシステムの維持

○科学研究費補助金等の競争的外部資金獲得のため、以下のような支援等を実施し ・継続を図るため、小白川団地の非常用発電機設備を3日間の稼働に対応できる

た。 よう整備した。

①科学研究費補助金ステップアップ支援制度で5人を支援

②科学研究費補助金に関する若手教員研究助成制度で25人を支援 ○保有資金を適正に管理するとともに、事業資金の運用に当たっては、長期運用

③新任教員のスタートアップ支援制度で7人を支援 を試みるなど、積極的な運用を図った。また、余裕資金の運用に当たっては、

④大型の競争的資金獲得のための支援制度で1人を支援 本学の資金状況等を考慮し、計画的な運用を図った。

⑤科学研究費補助金研究計画調書の作成に関するアドバイザー制度で各学部にア

ドバイザーを配置 ２．「共通の観点」に係る取組状況

⑥外部資金により獲得した間接経費の額による研究推進報奨制度で121人に報奨

金を授与 （財務内容の改善の観点）

以上の支援の中でも、科学研究費補助金ステップアップ支援制度については、

従来の基盤研究（B）へのステップアップを支援するものに加え、基盤研究(A)へ ○財務内容の改善・充実が図られているか。

のステップアップ支援を新規に創設することで支援の幅を広げ、制度の充実を図

った。 ①資金の運用に向けた取組状況及びその運用益の活用状況

・毎年度事業資金の運用及び国債・地方債の購入によって得られた運用益を自

○附属病院の外来棟・中央診療棟改修工事において、関係各部署との連絡調整及び 己収入(雑収入)として組み込み、教育研究等の充実、学生支援に活用してい

事前準備を適切に行い、着実に工事を進めた。また、工事の進捗に伴い、順次、 る。

患者サービスの向上、医療技術等の高度化への対応、耐震改修による安全確保等

の病院機能の充実が図られた。 ②財務情報に基づく財務分析結果の活用状況

・過年度の財務情報及び戦略的配分経費の事業実施状況等を詳細に調査・分析

【経費の抑制】 した結果を基に、先の収支見通しを踏まえた上で、次年度学内予算において

検討すべき事項及び具体的な方策を導き出し、学内予算編成方針の策定に活

○「山形大学における経費抑制に関する行動計画」に基づき、各部署から選出され 用した。

た推進員とともに、職員一人ひとりにコスト削減への意識改革を促すための取組

として、省エネに関する電子機器の設定方法などの情報をメール・ホームページ ③随意契約に係る情報公開状況及び契約の適正化の推進状況③随意契約に係る情報公開状況及び契約の適正化の推進状況③随意契約に係る情報公開状況及び契約の適正化の推進状況③随意契約に係る情報公開状況及び契約の適正化の推進状況

等で発信した。 ・大学ホームページにおいて調達情報を公開し、契約における競争性、公平性

及び透明性の確保を図っている。

○「電子複写サービス利用状況（キャンパス別・年度別）」及び「水道光熱費実績 ・契約の適正化を推進するために、平成21年度に「山形大学契約事務取扱規程」

（キャンパス別・年度別）」を四半期毎に役員会に報告するとともに、消費量・ の改正及び契約の適正化に関する通知の発信を実施し、随意契約から一般競

金額をグラフ化し、学内ホームページで発信した。 争入札への移行や複数年度契約の導入を促進している。

平成22～23年度に随意契約の実態及び複数年度契約の取組状況についてフォ

○調達業務の見直しを推進するため、以下の取組を実施した。 ロー調査を実施し、平成23～24年度に個別の事案ごとに随意契約の適正化に

①業務フローを見直しの上、納品検査確認による支払いシステムの構築、請求書 向けた指導を行った。さらに、平成25年度は、再度随意契約の実態及び複数

徴取の廃止（平成25年4月運用開始） 年度契約の取組状況についてフォロー調査を行い、適正な契約締結を促進し

②公開見積競争における競争性確保のために競争参加者の対象を拡大 ていく予定である。
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○○○○ 項 目 別 の 状 況項 目 別 の 状 況項 目 別 の 状 況項 目 別 の 状 況

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況

(3)自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標

① 評価の充実に関する目標

中 1.効率的で透明性の高い評価を実施し、その結果を大学諸活動の改善に活用する。

期

目

標

進捗 ウェ

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【1-1】 【1-1】 【1-1】（№66）

○経営協議会による部局長ヒアリングを踏まえて

大学の諸活動に関する適切な自己点 ○経営協議会による部局長ヒアリングを踏まえた組織評価（部局 Ⅲ 組織評価（部局年度業績評価）を実施し、評価結

検・評価を実施し、大学経営の改善に 年度業績評価）の方法を点検・見直しして実施するなど、自己点 果に応じてインセンティブ経費（総額4,000万円）

活用する。 検・評価を実施し、評価結果を大学経営の改善に活用する。 を配分した。なお、これまでの組織評価方法の点

検・見直しを行い、以下の改善を実施した。

①評価対象部局に新たに基盤教育院を加え、8部

局を対象に実施

②インセンティブ経費の配分の効果を高めるた

め、組織評価の実施時期を10月から6月に変更

○部局において外部評価を実施し、業務運営の改

善を行った（地域教育文化学部、基盤教育院）。

【1-2】 【1-2】 【1-2】（№67）

○学内の情報共有を促進するため、以下の取組を

大学の諸活動に関するデータを集約 ○大学の諸活動に関する基礎データの収集及び大学情報データベ Ⅲ 実施した

するシステムを構築し、評価や戦略策 ースの研究者データの充実を図り、学内での情報共有を促進させ ①関係部署と連携し、ファクトブックの基礎デー

定に活用する。 る。 タの掲載方法及び内容の検証を行い、利便性に配

慮した改善を実施

②大学情報データベースにおいて、既存のデータ

ソースからデータ取り込みを行うなど、教職員の

データ入力の簡素化を図るとともに、各教員の担

当授業科目を平成16年度まで遡って登録

ウェイト小計

山形大学山形大学山形大学山形大学
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況

(3)自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標

② 情報公開や情報発信等の推進に関する目標

中 1.開かれた大学として､社会への情報発信を積極的に行うとともに、適切な情報公開を行う。

期

目

標

進捗 ウェ

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【1-1】 【1-1】 【1-1】（№68）

○英語版のホームページについて、国際的な情報

本学の教育研究活動や業務運営に関 ○外国語版ホームページを全面的にリニューアルし、大学の情報 Ⅲ 発信を頻繁に行えるよう、コンテンツの整理やデ

する最新情報を積極的に社会へ発信す を適時、迅速かつ有効に発信する。 ザインの見直しを行い、全面的にリニューアルを

る。 ○外部機関を活用した情報発信を推進し、全国に向けた広報活動 実施した。

を強化する。 ○報道機関に対して学長定例記者会見を月2回行

い、大学情報を迅速に発信した。また、文部科学

省の子ども霞が関見学デー、東日本大震災復興支

援イベント及びＪＳＴのイノベーションジャパン

に参加して積極的な情報発信に努めるなど、全国

に向けた広報活動を行った。さらに、文部科学省

において、本学主催の「情報ひろばラウンジフォ

ーラム」を開催して、研究成果の紹介と大学情報

の発信を行った。

【1-2】 【1-2】 【1-2】（№69）

○情報公開法及び個人情報保護法に基づく開示請

社会への説明責任を果たすため、保 ○情報公開及び個人情報開示等について、制度の迅速かつ適正な Ⅲ 求に対しては、すべてについて法定期間の30日以

有する情報の適切な公開を実施する。 運営に努める。 内に迅速かつ適正に開示を行った。（平成24年度

における情報公開法に基づく開示請求は14件、個

人情報保護法に基づく開示請求は3件）

ウェイト小計

ウェイト総計

山形大学山形大学山形大学山形大学
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山形大学山形大学山形大学山形大学

(3)自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する特記事項等

１．特記事項 ２．「共通の観点」に係る取組状況

【評価の充実と効率化】【評価の充実と効率化】【評価の充実と効率化】【評価の充実と効率化】 （自己点検・評価及び情報提供の観点）

○経営協議会による部局長ヒアリングを踏まえて組織評価（部局年度業績評価）を ○中期目標・年度計画の進捗状況、自己点検・評価の着実な取組及びその結果の

実施し、評価結果に応じてインセンティブ経費（総額4,000万円）を配分した。 法人運営への活用が図られているか。

なお、これまでの組織評価方法の点検・見直しを行い、以下の改善を実施した。

①評価対象部局に新たに基盤教育院を加え、8部局を対象に実施 ①中期計画・年度計画の進捗状況管理の状況

②インセンティブ経費の配分の効果を高めるため、組織評価の実施時期を10月か ・第１期に引き続き、学内WEBサイトを利用し、部局が年度計画及びそれに対す

ら6月に変更 る自己評価を入力できるシステムを使用し、「評価作業」及び「中期計画の

進捗状況管理」の効率化を図った。また、各年度計画の進捗状況については、

○部局において外部評価を実施し、業務運営の改善を行った（地域教育文化学部、 毎年11月に中間レビューを実施し、計画の確実な達成に向けて、各部局の取

基盤教育院）。 組を促すとともに、レビュー結果を次年度の計画策定へ活用した。

○大学情報データベースにおいて、既存のデータソースからデータ取り込みを行う ②自己点検・評価の着実な実施及びその結果の法人運営への活用状況

など、教職員のデータ入力の簡素化を図るとともに、各教員の担当授業科目を平 ・各部局の教育研究の質の向上及び運営の活性化を図ることを目的に、全学的

成16年度まで遡って登録するなどの取組により研究者データの一層の充実を図っ な自己点検・評価としての組織評価（部局年度業績評価）を毎年度実施した。

た。 ・学長行動指針「結城プラン」を毎年策定し、担当理事を中心に改革・改善に

取り組んだ。

【情報発信・情報公開の促進】【情報発信・情報公開の促進】【情報発信・情報公開の促進】【情報発信・情報公開の促進】 ・事務職員の人事評価を毎年度実施し、その結果を勤勉手当等へ反映した。

○英語版のホームページについて、国際的な情報発信を頻繁に行えるよう、コンテ ○情報公開の促進が図られているか。

ンツの整理やデザインの見直しを行い、全面的にリニューアルを実施した。

①情報発信に向けた取組状況

○報道機関に対して学長定例記者会見を月2回行い、大学情報を迅速に発信した。 ・県内外のマスコミを対象とした学長定例記者会見を月2回開催し、山形大学の

また、文部科学省の子ども霞が関見学デー、東日本大震災復興支援イベント及び 教育・研究等に関する最新情報を定期的に発信するとともに、その資料を大

ＪＳＴのイノベーションジャパンに参加して積極的な情報発信に努めるなど、全 学ホームページ上で公表した。

国に向けた広報活動を行った。さらに、文部科学省において、本学主催の「情報 ・概要を毎年度、広報誌「みどり樹」を年4回発行し、関係機関、県内外の大学

ひろばラウンジフォーラム」を開催して、研究成果の紹介と大学情報の発信を行 等に配布するとともに、大学ホームページに掲載し、本学の最新情報を提供

った。 した。

・学校教育法施行規則等により公表することとされている教育情報については、

○情報公開法及び個人情報保護法に基づく開示請求に対しては、すべてについて法 公的な教育機関として、社会に対する説明責任を果たすとともに、その教育

定期間の30日以内に迅速かつ適正に開示を行った。（平成24年度における情報公 の質を向上させる観点から、平成23年度から大学ホームページで公表してい

開法に基づく開示請求は14件、個人情報保護法に基づく開示請求は3件） る。
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○○○○ 項 目 別 の 状 況項 目 別 の 状 況項 目 別 の 状 況項 目 別 の 状 況

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況

(4)その他業務運営に関する重要目標

① 施設設備の整備・活用等に関する目標

中 1.機能的で魅力あるキャンパスづくりを推進する。

期

目

標

進捗 ウェ

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【1-1】 【1-1】 【1-1】（№70）

○各キャンパスにおいて、以下の施設整備を推進

キャンパスの魅力を向上させるた ○学生へのアンケート結果を踏まえて、国際化や学生の視点を意 Ⅲ した。

め、キャンパス整備計画において、学 識した施設の整備を行う。 ①小白川キャンパスにおいて、平成23年度に実施

生の視点や環境の保全、国際化等を意 ○各キャンパスのアカデミックプラン及び将来構想を踏まえて、 した学生アンケートの結果を踏まえて、国際交流

識した見直しを行い、施設の有効活用 基本的なキャンパス配置計画を立案する。 室、学生用多目的室及び学生用情報閲覧室の整備

を含めた施設整備を推進する。 を行った。

②鶴岡キャンパスにおいて、平成22年度に実施し

た学生アンケートの結果を踏まえて、啓明寮（学

生寮）の全面改修を行った。

③米沢キャンパスにおいて、学生アンケートを実

施し、学生の修学環境及び生活環境の向上を目的

として、白揚寮（学生寮）の整備について検討を

開始した。

○各キャンパスのゾーニングや施設の経年老朽化

状況等、キャンパスの基本的な課題を示す資料を

作成するなどして、キャンパス配置計画の立案を

進めた。

ウェイト小計

山形大学山形大学山形大学山形大学
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況

(4)その他業務運営に関する重要目標

② 安全管理に関する目標

中 1.大規模災害の発生等に対処するため、安全管理体制を強化する。

期

目 2.情報管理の徹底を図るため、情報セキュリティを高める。

標

進捗 ウェ

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【1-1】 【1-1】 【1-1】（№71）

○山形市地域防災計画の見直しが行われたことを

様々なリスクに迅速かつ適切に対処 ○様々なリスクに迅速かつ適切に対処するため、災害発生時の自 Ⅲ 踏まえ、小白川キャンパス及び附属学校は、山形

するため、各部局と事務局における役 治体等との連携強化を図り、防災体制の充実を図る。また、災害 市と連携して避難所としての機能整備を進めると

割分担を明確にしつつ、全学における 支援物資の備蓄を行う。 ともに、災害支援物資の備蓄について検討を行う

総合的なリスク管理体制を確立する。 ○災害発生時に適切に対処できるよう防災マニュアル及び消防計 等、防災体制の充実を図った。また、山形県の危

画に基づき、防災・防火訓練を実施し、教職員及び学生の防災意 機管理体制を強化することを目的として、飯田キ

識の向上を図る。 ャンパスにドクターヘリのヘリポートを整備した

ほか、国、山形県及び山形市との共同により国民

保護実動訓練を医学部において実施した。

○各キャンパスにおいて、防災マニュアル及び消

防計画に基づき、防災・防火訓練を実施し、教職

員及び学生の防災意識の向上を図った。また、大

規模な地震発生を想定し、災害対策本部と各キャ

ンパス間との通報連絡訓練を実施し、災害時の情

報収集等への迅速な対応など防災体制の向上を図

った。

【1-2】 【1-2】 【1-2】（№72）

○高圧ガス保安講習、有害化学物質の取扱講習及

教職員及び学生を対象とした安全管 ○教職員及び学生を対象とした安全衛生教育、各種講習会等を定 Ⅲ びAED取扱講習訓練等を実施した。また、安全衛

理に関する講習会、訓練等を定期的に 期的に実施し、安全管理意識の徹底を図る。 生委員会では、職場巡視、化学薬品調査及び労災

実施する。 ヒヤリハット報告等を定期的に実施し、安全管理

の改善や意識の向上を図った。

【2-1】 【2-1】 【2-1】（№73）

○事務用シンクライアントシステムの安定運用が

本学セキュリティポリシィに基づき ○新規導入した事務用シンクライアントシステムの運用を開始 Ⅲ 開始され、事務のセキュリティが強化された。ま

研修・教育等を実施し、情報セキュリ し、情報セキュリティの強化を推進する。 た、業務用のデータも電算室で管理するため、パ

ティを強化する。 ○新任教職員及び要保護情報を多く管理・利用する職員に関する ソコン盗難等による情報流出の危険を最小限に抑

研修を行い情報セキュリティの強化を図る。 えられるようになった。

○個人情報保護の観点から、教員及び職員の情報セキュリティの ○新任採用職員を対象に、情報セキュリティに関

意識高揚に努める。 する研修を行った。

○基盤教育の共通科目として開講される情報リテラシー教育にお ○個人情報保護の観点から情報の適正管理につい

いて、学生に対して情報セキュリティ教育を実施する。 て注意喚起をメール等で行い、情報セキュリティ

の意識の高揚に努めた。

○基盤教育における共通科目として開講される

「情報リテラシー」教育の中で、情報セキュリテ

ィ教育を実施した。また、導入科目「スタートア

ップ・セミナー」のテキストを改訂し、情報セキ

ュリティ教育の強化を図った。

ウェイト小計

山形大学山形大学山形大学山形大学
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山形大学山形大学山形大学山形大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況

(4)その他業務運営に関する重要目標

③ 法令遵守に関する目標

中 1.地域社会の期待と信頼を担う大学として、役員、教職員及び学生への法令遵守、業務の適正な執行等を徹底する。

期

目

標

進捗 ウェ

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 イト

【1-1】 【1-1】 【1-1】（№74）

○全学規則と学部規則の一元的管理を推進するた

監査体制等を充実し、法令遵守や法 ○規則管理システムを活用して各規則の点検整備を進め、全学規 Ⅲ め、学部規則を最新データに更新し、諸規則の点

人倫理の確立等、内部統制機能を強化 則と学部規則の一元的管理を推進する。 検整備を行った。さらに、修正が必要な規則につ

する。 ○適正経理管理室による定期的なモニタリングを継続実施する。 いて各学部に通知し改善を促した。

○適正経理管理室において、科学研究費補助金等

の競争的資金使用に関してモニタリング調査を継

続実施した。また、平成23年度に全教員を対象に

実施した「公的研究費の不適切な経理に関する調

査」の結果を受けて、研究費の適正な取扱いを周

知するため、以下の取組を実施した。

①会計マニュアルを作成し、全教員に配布

②新任教員を対象とした研修及び科学研究費補助

金説明会において説明

【1-2】 【1-2】 【1-2】（№75）

○教職員を対象に外部講師による講演会を開催

研修等を通じて役員、教職員及び学 ○法令遵守に関する意識の向上を図るため、教職員を対象にした Ⅲ し、法令遵守に関する意識の向上を図った。また、

生一人一人の社会的責任、法令遵守に セミナーや研修を開催する。 現場での責任体制の徹底を期するため、全部局に

対する意識を向上させる。 法令業務責任者を配置した。

ウェイト小計

ウェイト総計
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山形大学山形大学山形大学山形大学

(4)その他業務運営に関する特記事項等

１．特記事項 ２．「共通の観点」に係る取組状況

【施設設備の整備】 （その他の業務運営の観点）

○各キャンパスにおいて、以下の施設整備を推進した。

①小白川キャンパスにおいて、平成23年度に実施した学生アンケートの結果を踏 ○法令遵守（コンプライアンス）及び危機管理体制が確保されているか。

まえて、国際交流室、学生用多目的室及び学生用情報閲覧室の整備を行った。

②鶴岡キャンパスにおいて、平成22年度に実施した学生アンケートの結果を踏ま ①法令遵守（コンプライアンス）に関する体制及び規程等の整備・運用状況

えて、啓明寮（学生寮）の全面改修を行った。 ・コンプライアンスの実施体制として、「公益通報」、「キャンパス・ハラスメントの防

③米沢キャンパスにおいて、学生アンケートを実施し、学生の修学環境及び生活 止」、「研究活動の不正行為の防止」、「研究費等の不正使用の防止」のそれぞれに関す

環境の向上を目的として、白揚寮（学生寮）の整備について検討を開始した。 る学内規程の整備・運用を推進した。また、これらの規程を大学ホームページに掲載

○各キャンパスのゾーニングや施設の経年老朽化状況等、キャンパスの基本的な課 し、周知を図った。

題を示す資料を作成するなどして、キャンパス配置計画の立案を進めた。 ・大学内の諸規則を適切に管理するために、全学規則と部局規則の整合性を確

認するとともに、すべての部局規則について、事務局において一元管理を実

【安全管理の体制整備】 施した。

○山形市地域防災計画の見直しが行われたことを踏まえ、小白川キャンパス及び附 ・公的研究費の不正使用防止について公的研究費の不正使用防止について公的研究費の不正使用防止について公的研究費の不正使用防止については、適正経理管理室において、各キャン

属学校は、山形市と連携して避難所としての機能整備を進めるとともに、災害支 パスで前年度の契約額が多い業者を抽出し、契約内容のチェック体制に係る

援物資の備蓄について検討を行う等、防災体制の充実を図った。また、山形県の モニタリング、検収業務体制のモニタリング、科学研究費補助金等の競争的

危機管理体制を強化することを目的として、飯田キャンパスにドクターヘリのヘ 資金使用に関するモニタリングを毎年度実施した。また、平成23年度に全教

リポートを整備したほか、国、山形県及び山形市との共同により国民保護実動訓 員を対象に実施した「公的研究費の不適切な経理に関する調査」の結果を受

練を医学部において実施した。 けて、研究費の適正な取扱いを周知するため、以下の取組を実施した。

○各キャンパスにおいて、防災マニュアル及び消防計画に基づき、防災・防火訓練 (1)会計マニュアルを作成し、全教員に配布

を実施し、教職員及び学生の防災意識の向上を図った。また、大規模な地震発生 (2)新任教員を対象とした研修及び科学研究費補助金説明会において説明

を想定し、災害対策本部と各キャンパス間との通報連絡訓練を実施し、災害時の ・教員等個人に対して寄附された寄附金の取扱いについて教員等個人に対して寄附された寄附金の取扱いについて教員等個人に対して寄附された寄附金の取扱いについて教員等個人に対して寄附された寄附金の取扱いについては、助成金の個人経

情報収集等への迅速な対応など防災体制の向上を図った。 理を防止し、適正な経理を推進するために、「職員個人に助成金が付与され

○事務用シンクライアントシステムの安定運用が開始され、事務のセキュリティが た場合の取扱いについて」とする通知を発信し、コンプライアンスの強化を図

強化された。また、業務用のデータも電算室で管理するため、パソコン盗難等に った。

よる情報流出の危険を最小限に抑えられるようになった。

②災害、事件・事故等の危機管理に関する体制及び規程等の整備・運用状況

【法令遵守】 ・「危機管理」「防災・防火管理」「安全衛生管理」の実施体制として、それぞれに関す

○全学規則と学部規則の一元的管理を推進するため、学部規則を最新データに更新 る学内規程の整備・運用を推進した。また、これらの規程を大学ホームページに掲載

し、諸規則の点検整備を行った。さらに、修正が必要な規則について各学部に通 し、周知を図った。

知し改善を促した。 ・全学の危機管理対応指針をもとに、各キャンパスで作成している危機管理マニ

ュアルを点検し、各キャンパスマニュアル間で調整が必要な事象については、

【保有資産の有効活用】【保有資産の有効活用】【保有資産の有効活用】【保有資産の有効活用】 事象別危機管理マニュアル作成例を整備するとともに、緊急時の連絡体制を

○農学部の学生寮は、老朽化が著しく、耐震補強が必要であり、また、2人1部屋（男 記載した危機発生時の緊急連絡先一覧を作成し、全教職員に配布した。

子専用寮）でもあることから、入寮者の確保が困難であった。女子学生の増加に ・学生の安否確認方法について、学生生活ハンドブック2011に災害時の備えの

伴い、女子寮建設の要望が増えたことや学生の修学・生活環境の向上及び入寮者 項目を加え、安否確認の連絡方法等を具体的に記載した。また、大規模災害

の増加を図るため、平成24年度に改築工事を実施して耐震補強を図るとともに、 時に停電により通信網が遮断するような事態に備え、小白川キャンパスの情

全室個室（1階男子、2階女子）とした。その結果、平成25年度は定員を満たす入 報ネットワークセンターに非常用発電機を設置し、安否確認に支障が生じな

寮者を確保した。 い環境を整備した。
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Ⅱ 予算（人件費見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画

※ 財務諸表及び決算報告書を参照。

Ⅲ 短期借入金の限度額

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

１ 短期借入金の限度額 １ 短期借入金の限度額

該当なし

３１億円 ３１億円

２ 想定される理由 ２ 想定される理由

運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の 運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の

発生等により緊急に必要となる対策費とし 発生等により緊急に必要となる対策費とし

て借り入れることが想定されるため。 て借り入れることが想定されるため。

Ⅳ 重要財産を譲渡し、又は担保に供する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

１ 重要な財産を譲渡する計画 １ 重要な財産を譲渡する計画 １ 重要な財産を譲渡する計画

なし なし なし

２ 重要な財産を担保に供する計画 ２ 重要な財産を担保に供する計画 ２ 重要な財産を担保に供する計画

医学部附属病院の施設・設備の整備に必 医学部附属病院の施設の整備に必要とな 医学部附属病院の外来・中央診療棟の施設整備に必要と

要となる経費の長期借入に伴い、本学の敷 る経費の長期借入に伴い、本学の敷地及び なる経費の長期借入に伴い、本学病院の敷地及び建物につ

地及び建物を担保に供する。 建物を担保に供する。 いて、(独)国立大学財務・経営センターへ担保に供した。

Ⅴ 剰余金の使途

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

決算において剰余金が発生した場合は、 決算において剰余金が発生した場合は、 大規模プロジェクト事業（啓明寮改修等）に376百万円、

教育、研究、診療の質の向上及び組織運営 教育、研究、診療の質の向上及び組織運営の 最先端研究活動推進事業（有機エレクトロニクスイノベーシ

の改善に充てる。 改善に充てる。 ョンセンター）に250百万円を建物及び設備の整備に充て、

教育、研究の質の向上を行った。

山形大学山形大学山形大学山形大学
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Ⅵ そ の 他 １ 施設・設備に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源（百万円） 施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源（百万円） 施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源（百万円）

小白川団地総合研 総額 施設整備費補助金 総合研究棟改修（基 総額 施設整備費補助金 総合研究棟改修（基 総額 施設整備費補助金

究棟改修（教養教 （１，１３７） 盤教育・文系・工 （３，８６７） 盤教育・文系・工 （４，１０６）

育）、附属病院病棟 ６，４６１ 長期借入金 学系・医学系）、医 ５，２２３ 長期借入金 学系・医学系）、医 ５，４６２ 長期借入金

改修、ＰＥＴ検査 （４，９３４） 学部体育館改修、 （１，２９３） 学部体育館改修、 （１，２９３）

施設・設備整備、 国立大学財務・経営セン 学生寄宿舎改修、 国立大学財務・経営セン 学生寄宿舎改修、 国立大学財務・経営セン

小規模改修 ター施設費補助金 附属病院外来・中 ター施設費補助金 附属病院外来・中 ター施設費補助金

（ ３９０） 央診療棟改修、小 （ ６３） 央診療棟改修、小 （ ６３）

規模改修、災害復 白川団地ライフラ

旧工事 イン再生、附属特

別支援学校改修、

老朽対策等基盤整

備、小規模改修、

災害復旧工事

(注1) 施設・設備の内容、金額については見込みであり、中期 (注1) 施設・設備の内容、金額については見込みであり、中期

目標を達成するために必要な業務の実施状況等を勘案した 目標を達成するために必要な業務の実施状況等を勘案した

施設・設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の改 施設・設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の改

修等が追加されることもある。 修等が追加されることもある。

(注2) 小規模改修について平成２２年度以降は平成２１年度同 (注2) 小規模改修について平成２２年度同額として試算してい

額として試算している。 る。

なお、各事業年度の施設整備費補助金、長期借入金、国 なお、各事業年度の施設整備費補助金、長期借入金、国

立大学財務・経営センター施設費交付金については、事業 立大学財務・経営センター施設費交付金については、事業

の進展等により所要額の変動が予想されるため、具体的な の進展等により所要額の変動が予想されるため、具体的な

額については、各事業年度の予算編成過程等において決定 額については、各事業年度の予算編成過程等において決定

される。 される。

○ 計画の実施状況等

・平成２４年度施設整備費補助事業（予備費、補正予算（第１号））の執行分

内容：小白川団地ライフライン再生

飯田西団地附属特別支援学校校舎等改修

老朽対策等基盤整備事業

施設整備費補助金：２３９百万円増

山形大学山形大学山形大学山形大学



- 28 -

山形大学山形大学山形大学山形大学

Ⅶ そ の 他 ２ 人事に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

（教員） （教 員） （教員）

１． 教育研究の活性化等の観点から、任用形態の ○個別契約任期付教員制度、研究プロジェクト職 ○個別契約任期付教員制度や研究プロジェクト職員

多様化を図るなど、積極的かつ効果的な教員人 員制度、教員ポイント制等を活用し、各部局の理 制度及び教員ポイント制を活用し、多様な雇用形態

事を行う。 念・目標及び施策に適した優秀な人材を確保する。 ・給与形態で人材を確保することにより、各部局に

２． 人事評価を給与へ反映させ、教員の意欲を高 ○教員評価の結果を給与へ適切に反映させること おける特徴的な研究の推進や、理念・目標を実現す

めることにより、教育・研究の充実を図る。 により、教員の意欲を高め、教育・研究活動の更 るための優秀な教員の確保を進めた。

（事務） なる活性化を図る。 ○各部局における教員評価の結果を踏まえ、これを

１． 人事評価を給与へ反映させ、職員の意欲を高 勤勉手当や特別昇給に反映させるなどにより、教員

めることにより、大学運営の効率化と円滑化を （事務） の意欲を高め、教育・研究の活性化を図った。

推進する。 ○人事評価の結果を給与等に反映させることに

２． 職員の資質向上を図り、機動的かつ効果的な より、職員の勤務意欲を高め、大学運営の効率化 （事務）

職員の配置を行う。 と一層の活性化を図る。 ○人事評価の結果を勤勉手当や特別昇給に反映させ

○国立大学法人等職員採用試験及び本学独自の職 るとともに、評価を踏まえて昇任・昇格を行うこと

（参考）中期目標期間中の人件費総額見込み 員採用試験により、多様な人材を確保するととも により、職員の勤務意欲を高め、大学運営の効率化

９２，２６１百万円 に、人事評価を踏まえた適材適所の職員配置を行 と活性化を図った。

（退職手当は除く） う。 ○国立大学法人等職員採用試験による採用に加え、

本学独自の事務職員採用試験を実施し、多様な人材

（参考１） の確保を図るとともに、人事異動に当たっては、人

平成２４年度の常勤職員数 １，６９６人 事評価を踏まえた適材適所の人員配置を行った。

また、任期付職員数の見込みを５０９人とする。 また、若手職員については、ジョブローテーショ

ン制度に基づき、多様な分野で業務を経験させ、個

（参考２） 々の適性を把握しながら、大学職員として必要な知

平成２４年度の人件費総額見込み 識を習得させるなど、総合性と専門性を持つ職員の

１６，０９８百万円（退職手当は除く） 育成を進めた。

Ⅷ そ の 他 ３ 災害復旧に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

平成２３年３月に発生した東日本大震災により被 施設・設備の災害復旧整備は完了した。

災した施設・設備の復旧整備をすみやかに行う。
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○ 別表（学部の学科、研究科の専攻等の定員未充足の状況について）

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率 農学部 ６２０ ６９０ １１１．２

食料生命環境学科 ４６５ ４９４ １０６．２

(a) (b) (b)/(a)×100 生物生産学科 ５５ ７１ １２９．０

(人) (人) (％) 生物資源学科 ５０ ６２ １２４．０

人文学部 １，２４０ １，３６３ １０９．９ 生物環境学科 ５０ ６３ １２６．０

人間文化学科 ４００ ４８９ １２２．２

法経政策学科 ８００ ８６９ １０８．６ 学士課程 計 ７，０２５ ７，７６０ １１０．４

総合政策科学科 － ５

学部共通(３年次編入学) ４０ 社会文化システム研究科 ２４ ２９ １２０．８

文化システム専攻 １２ １３ １０８．３

地域教育文化学部 ９６０ １，０１７ １０５．９ 社会システム専攻 １２ １６ １３３．３

地域教育文化学科 ２４０ ２５６ １０６．６

地域教育学科 ２４０ ２５１ １０４．５ 地域教育文化研究科 ２８ ３１ １１０．７

文化創造学科 ２２５ ２５１ １１１．５ 臨床心理学専攻 １２ １４ １１６．６

生活総合学科 ２５５ ２５９ １０１．５ 文化創造専攻 １６ １７ １０６．２

教育学部 － １ 医学系研究科 ６２ ６５ １０４．８

生涯教育課程 － １ 看護学専攻 ３２ ３９ １２１．８

生命環境医科学専攻 ３０ ２６ ８６．６

理学部 ７４０ ８１１ １０９．５

数理科学科 １８０ １９９ １１０．５ 理工学研究科 ６４６ ７９４ １２２．９

物理学科 １４０ １５９ １１３．５ 数理科学専攻 ２２ ２７ １２２．７

物質生命化学科 １８０ １９０ １０５．５ 物理学専攻 ２４ ３３ １３７．５

生物学科 １２０ １３４ １１１．６ 物質生命化学専攻 ２６ ４２ １６１．５

地球環境学科 １２０ １２９ １０７．５ 生物学専攻 １８ ２０ １１１．１

地球環境学専攻 １６ ２０ １２５．０

医学部 ９５５ ９７５ １０２．０ 機能高分子工学専攻 ６０ ８２ １３６．６

医学科 ７０５ ７１８ １０１．８ 有機デバイス工学専攻 ５０ ７８ １５６．０

看護学科 ２５０ ２５７ １０２．８ 物質化学工学専攻 ７６ ６５ ８５．５

バイオ化学工学専攻 ５６ ６３ １１２．５

工学部 ２，５１０ ２，９０３ １１５．６ 応用生命システム工学専攻 ４６ ５３ １１５．２

（昼間コース） 情報科学専攻 ５６ ７５ １３３．９

機能高分子工学科 ４４５ ５０３ １１３．０ 電気電子工学専攻 ６８ ８６ １２６．４

物質化学工学科 ３４０ ３８８ １１４．１ 機械システム工学専攻 １００ １２１ １２１．０

バイオ化学工学科 １８０ １８５ １０２．７ ものづくり技術経営学専攻 ２８ ２９ １０３．５

応用生命システム工学科 ２４０ ２６９ １１２．０

情報科学科 ３０５ ３５６ １１６．７ 農学研究科 ９６ ７２ ７５．０

電気電子工学科 ３０５ ３５８ １１７．３ 生物生産学専攻 ３２ ２５ ７８．１

機械システム工学科 ４６５ ５６５ １２１．５ 生物資源学専攻 ３６ ３０ ８３．３

（夜間主コース） 生物環境学専攻 ２８ １７ ６０．７

システム創成工学科 １５０ １５５ １０３．３

物質化学工学科 ２５ ３４ １３６．０ 修士課程 計 ８５６ ９９１ １１５．７

応用生命システム工学科 ７ １１ １５７．１

情報科学科 １１ １６ １４５．４

電気電子工学科 １２ ２０ １６６．６

機械システム工学科 ２５ ４３ １７２．０
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○ 計画の実施状況等○ 計画の実施状況等○ 計画の実施状況等○ 計画の実施状況等

医学系研究科 １４０ １３０ ９２．８

医学専攻 １０４ ９４ ９０．３ １ 定員超過

看護学専攻 ９ １６ １７７．７ 本学の課程別の定員充足率は、学士課程110.4％、修士課程115.7％、博士課程

生命環境医科学専攻 ２７ ２０ ７４．０ 119.5％、専門職学位課程112.5％であり、全体として適切な教育活動を行ってい

る。

理工学研究科 ９５ １５１ １５８．９

地球共生圏科学専攻 １７ ３０ １７６．４ ２ 定員充足率90％未満の専攻

有機材料工学専攻 ２７ ４０ １４８．１ 定員充足率90％未満の専攻は、修士課程（博士前期課程）においては、医学系

バイオ工学専攻 １２ １４ １１６．６ 研究科生命環境医科学専攻、理工学研究科物質化学工学専攻、農学研究科生物生

電子情報工学専攻 １５ ９ ６０．０ 産学専攻、生物資源学専攻、生物環境学専攻であり、博士課程（博士後期課程）

機械システム工学専攻 １２ ６ ５０．０ においては、医学系研究科生命環境医科学専攻、理工学研究科電子情報工学専攻、

ものづくり技術経営学専攻 １２ ２３ １９１．６ 機械システム工学専攻となっている。

有機デバイス工学専攻 － ２ これらの専攻は、就職状況の影響等により定員を充たしていない状況にあるが、

物質生産工学専攻 － １５ 引き続き入試広報の改善、秋季入学の実施、組織の見直し等により、定員充足に

システム情報工学専攻 － １０ 努めている。

生体センシング機能工学専攻 － ２

博士課程 計 ２３５ ２８１ １１９．５

教育実践研究科

教職実践専攻 ４０ ４５ １１２．５

専門職学位課程 計 ４０ ４５ １１２．５

養護教諭特別別科 ４０ ４１ １０２．５

附属小学校 ６９０ ６７２ ９７．３

同 (普通) ６６０ ６４０ ９６．９

同 (複式) ３０ ３２ １０６．６

附属中学校(普通) ４８０ ４７９ ９９．７

附属特別支援学校 ６０ ５４ ９０．０

同 (小学部) １８ １６ ８８．８

同 (中学部) １８ １８ １００．０

同 (高等部) ２４ ２０ ８３．３

附属幼稚園 １０２ １００ ９８．０

同 （３歳児保育） ３４ ３４ １００．０

同 （４歳児保育） ３４ ３２ ９４．１

同 （５歳児保育） ３４ ３４ １００．０
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